




















（ 1 ）　現在、川西市宅地開発事業指導要綱（1971（昭和48）年 3 月 1 日制定）及び川
西市開発行為等指導要綱（1994（平成 5 ）年 5 月 1 日）や川西市小規模住宅地等指
導要綱（1979（昭和54）年 4 月 1 日制定）は、廃止され、川西市開発行為等指導要
綱として受け継がれている。その指導要綱の範囲は、川西市開発行為等指導要綱第
1 条目的規定である、「市において行われる開発行為等の適切な規制・誘導を行う






























まちづくり研究会、2017（平成29）年12月 3 日、 2 頁参照（www.machi─initiative.
com/.../川西市宅地開発事業指導）。
（ 2 ）　北村喜宣『自治体環境行政法』第一法規、2018（平成30）年、50頁参照。

































（ 6 ）　北村喜宣『自治体環境行政法』前掲注（ 2 ）、50頁参照。





































（ 8 ）　吉田善明「要綱行政の意義と展望―武蔵野市を中心に―」法律時報51巻 7 号、
26頁参照。





























（14）　黒川哲志ほか『確認行政法用語230 第 2 版』成文堂、2016（平成28）年、38頁
参照。
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ことが常に違法となるわけではなく、建築主の受ける不利益と行政指導の
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目的とする公益上の必要性とを比較衡量し、行政指導に対する建築主の不





202　　早法 95 巻 3 号（2020）
協力が社会通念上正義の観念に反するといえるような特段の事情が存在す
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るときは、その留保は違法とはならない
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等に直接の根拠がなくとも違法とはいえず、その協力金は納得して納付さ
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れたものと認められ、行政指導は違法とはいえない
























































































































4 4 4 4 4 4
政指導を理由とする建築確認の保留は違法














（58）　最高裁1985（昭和60）年 7 月16日判決、民集39巻 5 号、989頁、判例時報1168
号、45頁参照。
（59）　最高裁1993（平成 5 ）年 2 月18日判決（教育施設負担金返還請求事件）、判例
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手法に補完する役割はどのような範囲であるべきか
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合致する要綱行政の法的な位置づけや機能的な側面の分析














































































































































（83）　この要綱の公布日は、2005（平成17）年 4 月 1 日である。更に、この要綱の細
部については、別途、自然環境整備交付金取扱要領に定めている。








































































































































機関の長による意見の提出（ 7 条 7 項）、関係行政機関の長との協議（ 9 条11項）、
地方公共団体の長の意見聴取（ 9 条10項）、関係機関との共同作業（ 5 条 7 項）、審
議会の意見聴取（ 5 条 3 項、 7 条 3 項、 9 条10項）、閣議決定（ 5 条 2 項）、公聴会
開催（ 8 条 3 項）、公表（ 5 条 6 項、7 条 5 項、8 条 4 項、9 条13項、報告（ 7 条 5
項、 8 条 4 項）、助言・勧告（ 7 条 6 項、 7 条 8 項、 8 条 5 項）、送付（ 7 条 7 項）





































































（101）　行政手続法 2 条 8 号二は、同法36条において、行政機関に対して、事案に応
じて行政指導指針を作成・公表することを義務付けている。
































































（107）　U. S. department of Transportation, Federal Highway Administration（アメ
リカ連邦高速道路局）を参考されたい。近年は、道路の計画分野や勿論、環境、土






220　　早法 95 巻 3 号（2020）




2 段階　PI の進め方の検討 政策を取り巻く環境に適切な手法を選択した上、スケ
ジュールを検討

















































































































































　留学生として早稲田大学に在学（1997年 4 月〜2006年 3 月）していた頃は、
無我夢中の毎日でした。その時、先生の優しくそして温かく見守って下った温
気（優しいご指導）は今も消えることなく、心の中で活かされています。
　最初、先生にお会いしたのは、20年以上前になります。恐らく先生は、40代
半ばでいらっしゃったと思いますが、少年のような好奇心に満ちた印象でして、
学部・大学院授業に参加し、拝聴させて頂いた時には、その情熱さに圧倒され
ました。「優しくて、情熱な人格」の持ち主である先生に大変感銘を受けており
ました。
　今後も続けて、教育者として、研究者としてのあらゆる場面で、先生の名誉
に恥のないように、その情熱、その優しさを忘れずに教育の場で実践していき
たいと思います。
　2005年、早稲田法学部研究助手の在任期間中でしたが、博士号学位論文申
請前の半年間は、小生が作成した分量を遥かに上回るコメントやご指摘を頂き
ました。その献身的なご指導によって博士号を取得することができ、大学人と
してスタートが可能になったと思います。その赤ペン入りの提出前の博士号論
文は、現在も小生の書斎の棚の真ん中に大事に入れております。特に、修論審
査や卒論指導の際に、「先生の赤ペン入り論文」を取り出し、一度拝読（赤ペ
ンの部分）してから指導に臨みます。しかし、先生の研究や教育に対する「情
熱さや優しいさ」は、並みの力では到底及べないものであることを痛感させら
れる日々です。
　本当に、有難うございました。
　そして、何よりご自愛なさいますようお祈ります。また、今後も変わらぬご
指導をお願い申し上げます。
（120）　塩野宏『行政法Ⅰ［第 6 版］行政法総論』前掲注（90）、310頁参照。
（121）　佐藤英善『経済行政法―経済政策形成と政府介入手法―』前掲注（95）、274頁
参照。
